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若者の声を聞くだけで終わらせず、仕事・住まい・子育ての選択肢へ

状況を把握

進学・就職による若者流出が続
く

→
質問する

まちの将来像・課題・若者の声
を確認

→
市の答え

仕事・子育て・魅力発信を柱に
推進

→
次を確認

若者の声が施策へ反映されたか
確認

一目でわかる｜問題・質問・市の答え

問題

進学・就職で市外へ出る若者が多く、戻
るためには仕事と生活環境を一体で考え
る必要があります。

質問

若者が残り、戻るための市の現状分析、
若い世代の意見収集、今後の政策を質問
しました。

市の答え

市は仕事の選択肢、子育て支援、地域の
魅力発信を柱とし、市民3,000人調査か
ら若者の意見を抽出すると答えました。

最重要の到達点 アンケート実施だけでなく、若者の声が仕事・住まい・子育て施策の変更へ反映されること

次に確認すること｜当時の方針と未解決点

市の方針 企業誘致、地元就職、子育て支援、魅力発信を実施

必要な接続 若者との継続的な対話と施策決定への参画

未定・課題 意見がどの施策へ反映されたか、効果を示す指標は未確認

今後の実績確認 転出理由、Uターン動向、若者世帯の採用状況を確認

議事にある具体事項 市民意識調査：3,000人対象／合計特殊出生率：1.70、県内2位との答弁／3本柱：仕事・子育て・魅力発信

※ここまでが令和6年9月定例会で確認した当時の内容です。 出典：日田市議会 令和6年9月定例会／日田市「令和6年度市民意識調査」「市内高等学校等との包括連携協定」等
（2026年9月確認）
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その後の進捗

2024年9月の一般質問後に確認できる制度・事業の変化です。質問との因果関係を示すものではありません。

市民意識調査を実施 市民3,000人を対象に実施し、1,135人が回答。回答率は37.8％で、年代別集計も行
われました。

高校生と意見交換 令和7年1月、市内6校の高校生が参加し、若者の意見を聴く意見交換会が開かれまし
た。

6校と包括連携協定 令和7年2月、市と市内6高校等が協定を締結。「若い世代が残れる・戻れる・住みた
いと思うまちづくり」を目的に位置付けました。

仕事の魅力を発信 令和8年度も高校等と連携し、市内企業の魅力や仕事の選択肢を伝える取組を継続し
ています。人口動向への効果は未確認です。

出典：日田市議会 令和6年9月定例会／日田市「令和6年度市民意識調査」「市内高等学校等との包括連携協定」等（2026年9月確認）


